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情報通信ネットワーク産業に関する要望書 

 

 

我が国の経済は、「大胆な金融政策」、「機動的な財政出動」、「民間の投資

を引き出す成長戦略」の３本の矢で、成長に向けて本格的に始動いたしまし

た。一方、我が国の重要産業に位置づけられる情報通信（ＩＣＴ）産業にお

いては、国際競争力が回復せず、世界市場でのプレゼンスも低下傾向が続い

ています。産業界としては、現在の事業状況を改善すべく、一層の自助努力

を続けて参りますが、海外との公平な競争環境の実現や産業活性化に向けた

政策、予算等に関して、政府からのご支援をお願いするところでございます。 
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１．情報通信ネットワーク産業界の概況 
 

（１）円高と市場環境変化により情報通信産業界は大変厳しい局面 

 通信機器国内需要は、２０１２年度は３．５２兆円、０．６％成長の見込

みですが、国内メーカーの総出荷額は２年連続のマイナス成長となっていま

す。内訳としてネットワーク関連機器は、復興需要や急増するトラフィック

対策での設備拡充が堅調ですが、モバイル端末はスマートフォンによる市場

が活性化するものの海外メーカーの台数増加も大きく、結果的に国内メーカ

ーのモバイルビジネスは厳しさを増しています。 

 

 

 

（単位 ： 億円）

2007 2008 2009 2010 2011 2012
前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 （実績） 前年度比 （予測＊1） 前年度比
構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

通信機器市場(Ａ）

（中期需要予測：2012.12月）　　　　　（Ａ)43,357 -2.4 36,076 -16.8 31,662 -12.2 34,657 8.0 34,980 0.9 35,175 0.6

国内メーカー 39,117 -2.1 31,475 -19.5 27,375 -13.0 27,845 1.7 25,680 -7.8 24,987 -2.7

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

国　内　（Ｂ） 34,025 -2.0 26,974 -20.7 23,626 -12.4 22,813 -3.4 21,929 -3.9 21,185 -3.4

87.0 85.7 86.3 81.9 85.4 84.8

　 輸　出 5,092 -2.8 4,501 -11.6 3,748 -16.7 5,032 34.2 3,751 -25.5 3,802 1.4

13.0 14.3 13.7 18.1 14.6 15.2
国内市場の
海外流入比

国内市場の
海外流入比

国内市場の
海外流入比

国内市場の
海外流入比

国内市場の
海外流入比

国内市場の
海外流入比

9,332 21.5 9,102 25.2 8,036 25.4 11,844 34.2 13,051 37.3 13,990 39.8

海外流入分＊2

（Ａ）－（Ｂ） ＜推定＞

（受注・出荷：2012.10月）　

＊1　12年度通信機器市場は通期需要予測値。国内メーカーの受注・出荷：1Q四半期時アンケートから推定

＊2　 海外流入分は、海外メーカと 日系メーカ（CIAJ統計以外）分を含む予測値　　　　　　　　　　　　　                  出典：CIAJ　市場調査部統計資料より
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（２）モバイルビジネスにおける環境変化 

スマートフォンに代表されるモバイルビジネス分野では、新サービス、新

製品により市場の活性化が進み、利用者も各世代で広がりを見せています。

ＬＴＥ通信やさらに次世代通信である IMT-Advanced への展開も大いに期待

されるところです。しかしながら、モバイルビジネスのエコシステムの主体

は川上を米国企業に、川下を韓国、中国メーカーに押さえられ、加えて海外

との不公平な競争環境も要因のひとつにあり、我が国産業界は国際競争力の

反転ができていません。また、サイバーテロなど国際的なセキュリティの脅

威も大きくなっており、各レベルにおけるセキュリティ対策が求められてい

ます。 

 

（３）国際競争力の向上に向けた環境整備の共通課題 

我が国産業界の国際競争力の課題が指摘されていますが、情報通信関係で

も、ＩＴ産業競争力指標（ＥＩＵ）16 位、国際競争力指標（ＷＥＦ）25位、

世界競争力ランキング（ＩＭＤ）26位、電子政府発展指数(国連)18 位など

と芳しくありません。 

今後の情報通信を活用した社会発展に向けては、異分野融合の重要性が増

しますが、融合政策の推進には、省庁連携、官民連携が欠かせません。さら

に、ＩＣＴを十分活用する際には、個人情報、プライバシー保護、社会シス

テムなど多くの共通課題を解決していくことが必要となっています。 
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２．ＩＣＴ産業界の要望事項 

 これらを踏まえて、具体的に以下４項目の施策・予算措置を要望します。 

 

（１）ＩＣＴ利活用の促進と新しいＩＣＴ街づくり推進 

ＩＣＴは社会インフラの基盤であり、その利活用の促進は国民生活を大き

く向上させるとともに、情報通信産業の振興にもつながるものです。また、

被災地の復旧・復興と被災者への支援においてもＩＣＴ利活用は不可欠であ

り、被災地の抱える様々な課題をＩＣＴ利活用により、効率的・効果的に解

決する取り組みを行う地方公共団体を支援することも重要です。医療・ヘル

スケア、教育や農業などあらゆる産業分野でＩＣＴ利活用をさらに促進し社

会実装につなげるとともに、様々なＩＣＴ利活用を地域ニーズに落とし込ん

で、新しい街づくりを実現すること、さらに、ＩＣＴを利活用し、急速に進

展する少子高齢化や世界的な課題となっている資源問題に積極的に取り組

むことも重要です。 

これらの街づくりにおいては、地域連携・広域連携が必要となり、そのた

めの基盤となる共通番号の早期実現が望まれます。ＩＣＴを活用した新たな

街づくりの具体化、早期実用化、標準化や、医療情報連携基盤、教育の情報

化の実証拡大に関する予算確保と政策遂行を要望します。 

 

（２）次世代の強固な情報通信基盤の構築 

スマートフォン、タブレット等が急速に普及している一方で、我が国の関

連産業界は日本製品を軸にした有効なビジネスモデルを描ききれずに、大変

苦戦しております。モバイル通信は、グローバルな観点でも、一般ユーザー
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と通信システムをつなぐキーテクノロジーとなっています。このため、モバ

イル関連分野の産業は、益々重要となります。本分野において、端末に搭載

される電子部品では、我が国の部品メーカーが一定の力を堅持しております

が、一方で OSやコア LSI 等の基幹部品は、海外企業に大部分を依存する状

況にあります。ただし、今後は高速大容量通信技術やクラウドサービスの進

展により、モバイルシステムの仕組みも HTML5 等の新たな領域に重心を移す

可能性を秘めており、これらの変化点を着実に捉えることが重要となってい

ます。 

今後の社会インフラの基幹ともいえるモバイル産業の振興に向けた力強

い政策として、災害に強い情報通信ネットワークの構築、災害時における確

実な情報伝達の実現に向けた防災情報通信基盤の整備、電波の有効活用の促

進による新産業の創出への予算確保と政策遂行を要望します。 

 

（３）オープンデータの早期実用化の推進 

ＩＴ戦略本部で策定した電子行政オープンデータ戦略の基本的な方針で

ある「政府自ら積極的に公共データを公開すること」「機械判読可能で二次

利用が容易な形式で公開すること」「営利目的、非営利目的を問わず活用を

促進すること」「取組可能な公共データから速やかに公開等の具体的な取組

に着手し、成果を確実に蓄積していくこと」に賛同しています。公共データ

の民間活用が新たな産業の呼び水となるべく、オープンデータ流通環境の構

築推進予算確保と政策遂行を要望します。 
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（４）安心・安全に利用できる情報通信ネットワークの実現 

官公庁、企業を狙うサイバー攻撃や、スマートフォン普及に伴う個人情報

の不正利用などへの対応は、重要性を増しています。 

新たなサイバー攻撃などに対応可能な総合的なセキュリティ環境の構築、 

安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備とユーザーのリテラシー向上への政策な

どへの予算確保と政策遂行を要望します。 

 

 

 情報通信ネットワークが国民生活を支える社会インフラとして豊かで安

心･安全な社会の実現に大きく貢献し、さらに、グローバル展開によって我

が国の国際競争力を高める原動力となるように、省庁横断的な政策の取り組

みとその実現が必要不可欠であると考えます。中でも、海外との公平な競争

環境の構築は産業界の基盤であり、法人税制、研究税制、円高是正などの格

差解消への取り組み、ＴＰＰや安定した電力供給、次世代を担うＩＣＴ人材

育成などに関して、早期の政府取り組みに強く期待します。 

 

弊協会ＣＩＡＪは、情報通信ネットワーク産業の発展及び利活用の拡大・

高度化を目的とする、業界を代表する団体です。我が国の成長と変革の実現

に向けて、今後とも意見発信など積極的に取り組む所存でございますので、

政府一丸となった着実な取組みを要望いたします。 

 

                                    以 上 


